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「まちのルール」で守ろう、    

育てよう、自分達のまち！！   

緑豊かでうるおいある、安全・安心で 

快適に暮らせるまちづくり！！
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１ 地区計画の対象区域  

 

位 置 ： 板橋区若木一丁目、若木二丁目、若木三丁目、西台一丁目及び中台三丁目各 

地内 

面 積 ： 約 21.0ha 

 

 

地区計画とは 
 

＜特徴１＞ 
●地区計画とは、地区の特性に応じてきめ細かい規制内容（ルール）を定めることに

より、より良いまちへと誘導を行うことを可能とする、都市計画法による制度で

す。 

 

＜特徴２＞ 
●地区計画とは建物等を「建て替える時のルール」です。現在の建物を、すぐにこの

ルールに合わせて建て替えたりする必要はありません。 

新築や増築などの際に、このルールを守る必要があります。 

 

＜特徴３＞ 
●地区計画が定められると、建築物の新築や増築などをする場合には、建築確認申請

に加え、地区計画の「届出」が必要となります。ルールに合わない計画に対して

は、必要な「勧告」ができることとなっています。 

●「届出」と「勧告」において、地区計画の目的の大部分は達成されることが期待さ

れますが、特に重要な事項は条例に定めることができます。この条例が定められる

と、建築確認申請の時にこの条例に適合していなければなりません。 
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２ 地区計画の目標 

 

本地区は、東武東上線上板橋駅の北西に位置し、起伏のある地形の上に戸建て住宅と集合

住宅が立地しており、比較的ゆとりのある住宅地が形成されていますが、今後、戸建て住宅

や集合住宅の更新の時期を迎えることから、建て詰まりを防ぎ、良好な住環境を保全する必

要があります。 

一方で、本地区の西側には環状第８号線が南北に通っていますが、地区全体にわたって狭

あいな道路が多く、災害時の消防活動に必要とされる幅員の道路が整備されていないことか

ら、防災上の危険性が高い地区でもあり、地区内に防災上有効な道路の整備が必要です。 

本地区を含む若木周辺地区では、地区住民によるまちづくり協議会を設立して若木周辺地

区まちづくり計画を策定し、「災害に強く、安全・安心なまち」「子どもから高齢者まで暮

らしやすく、若い世代が集まる活力あるまち」「緑豊かな、良好な住環境のあるまち」を、

まちの将来像として定めています。 

また、板橋区都市づくりビジョン（都市計画に関する基本的な方針）において、本地区を

含む若木周辺が「都市づくり推進地区」として位置づけられ、「若木周辺地区まちづくり計

画に基づき、環状第８号線沿道の土地利用の転換、消防活動困難区域の解消、環状第８号線

沿道や地区内の緑化を推進し、良好な住環境を形成することを目指す」とされています。 

そこで、本地区の特性を踏まえて、本地区の地区計画の目標を次のように定めます。 

 

  
＜地区計画の目標＞ 

「緑豊かでゆとりある良好な住環境の保全・向上を図るとともに、 

誰もが住み続けられる、災害に強い安心・安全なまち」の形成 
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３ 地区の区分・地区施設の配置について 
の針 

■土地利用の方針 
地区の特性に応じて 2 つに区分し、それぞれの土地利用方針を次のように定めます。 

 

 

 

 

 

 

 

■地区施設の整備の方針 
災害時の緊急車両の通行や歩行者の避難経路として防災上重要な路線を、区画道路 1 号

～7 号として位置づけ、地区の防災の軸としての機能の向上を図ります。 

既存の街区公園については、住環境上及び防災上有効な空地として公園 1 号～5 号に位

置づけます。 

 
 

  

住宅地区Ａ（環状第８号線沿道から３０ｍ） 

環状第８号線の延焼遮断効果を高め、防災性の高い住環境を形成するとともに、良好

な住環境を保全しながら、住宅と生活利便施設が共存した土地利用を図ります。 

住宅地区Ｂ 

災害に強い安心・安全な住環境を形成するとともに、緑豊かでゆとりのある良好な低

中層住宅地としての土地利用を図ります。 

 
地区施設 

名称 幅員/面積 

区画道路１号 5.7ｍ～8.1ｍ 

区画道路２号 
4.0ｍ～6.0ｍ 

（6.0ｍ～9.6ｍ） 

区画道路３号 5.8ｍ～6.1ｍ 

区画道路４号 
3.0ｍ～4.4ｍ 

（6.0ｍ～8.9ｍ） 

区画道路 5 号 4.0ｍ～6.7ｍ 

区画道路 6 号 4.0ｍ～6.4ｍ 

区画道路 7 号 4.0ｍ～5.0ｍ 

公園１号 約 2,120 ㎡ 

公園２号 約 1,290 ㎡ 

公園３号 約 70 ㎡ 

公園４号 約 860 ㎡ 

公園５号 約 520 ㎡ 

（ ）内は区域外を含めた道路 
幅員 
 

 
 
 

住宅地区Ａ 
3.6ha 

住宅地区Ｂ 
17.4ha 
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４ 建築物等の整備について（建築のルール） 

 

 

地区の区分 
地区計画の概要 

共通 

 ①建築物の敷地面積の最低限度 

 敷地の細分化を防止するとともに良好な環境の形成を図るため、敷地面積の

最低限度を７０㎡に定めます。 

 ②壁面の位置の制限 

道路境界線・隣地境界線から建築物の外壁等までの距離は 0.5ｍ以上 

 ③建築物等の形態又は色彩その他の意匠の制限 

 建築物の外壁や工作物等の色は、刺激的な原色を避け、周辺環境と調和した

ものとします。 

 ④垣又はさくの構造の制限 

 道路に面する垣又はさくの構造は生垣またはフェンスとします。 

 ⑤土地の利用に関する事項 

 敷地内の樹木の保存を図り、緑化に努めます。 

※地区の正式名その他の詳細は、「５ 地区計画の計画書・計画図」をご確認ください。    
 

 

 

 

 

 

  

 地区計画は、建築行為等の着手３０日前までに届出が必要です。 
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５ 建築物の整備・土地の利用について 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

新たに分割する場合 
⇒70㎡未満は不可 

現敷地をそのまま使用する場合
⇒70㎡未満でも建替え可 

１）建築物の敷地面積の最低限度 
敷地の細分化による建て詰まりや住環境の悪化を防止するため、建築物の敷地面積の

最低限度を定めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

３）道路境界線からの壁面の位置の制限 
災害時の、建築物から道路への落下物の緩衝帯と併せて、道路沿いの緑化空間を確保す

るため、道路境界線からの壁面の位置の制限を定めます。 

 道路 

２）隣地境界線からの壁面の位置の制限 
ゆとりある良好な住宅地の形成及び火災時の延焼を防ぐため、隣地境界線からの壁面

の位置の制限を定めます。 

 

0.5ｍ 
以上 

0.5ｍ 
以上 

⇒敷地面積の最低限度を 70 ㎡に定めます。 

※板橋区の都市計画
では、当地区の敷地
面積の最低限度は
60㎡に定められてい
ます。 

 
 
※地区計画決定時点
で、70㎡未満の敷地
は、それ以上に分割
しない限り建替えは
可能です。 

 

⇒隣地境界線から、建築物の外壁又はこれに
代わる柱の面までの距離は 0.5ｍ以上と

します。 

＜制限に該当しないもの＞ 
①物置など軒の高さが 2.3ｍ以下で、かつ延床面積が５㎡以
内であるもの 

②自動車車庫（階数が２以上のものを除く） 
③建築物の床面積に算入されない出窓の部分で、外壁又は
これに代わる柱の中心線の長さの合計が３ｍ以下のもの 

※建築基準法第 53 条で定められた建ぺい
率を確保できない建築物については、こ
のルールを適用しないこととします。 

⇒道路境界線から、建築物の外壁又はこれに
代わる柱の面までの距離は 0.5ｍ以上と
します。 

＜制限に該当しないもの＞ 
①物置など軒の高さが 2.3ｍ以下で、かつ延床面積が５㎡以
内であるもの 

②自動車車庫（階数が２以上のものを除く） 
③建築物の床面積に算入されない出窓の部分で、外壁又は
これに代わる柱の中心線の長さの合計が３ｍ以下のもの 
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５）垣又はさくの構造の制限 
緑豊かな街並みとし、災害時に倒壊の恐れがある危険なブロック塀をなくすために、垣

又はさくの構造の制限を定めます。 

 

 

６）土地の利用に関する事項 
緑豊かで潤いのある街並みを形成するため、既存樹木の保全や沿道緑化等により緑化を

推進します。 

４）建築物等の形態又は色彩その他の意匠の制限 
落ち着いた街並み景観を形成するために、建築物等の形態又は色彩その他意匠の制限を

定めます。 

⇒建築物の屋根・外壁等の色彩は、刺激的
な原色を避け、周辺環境と調和したもの
とします。 

⇒道路に面して設ける垣又はさくの
構造は、生け垣またはフェンスと
し、コンクリートブロック造、補強
コンクリートブロック造、石造、レ

ンガ造等の構造としません。 
 

⇒緑豊かで潤いのある生活環境を実現する
ため、敷地内では既存の樹木の保全を図る
とともに、緑化に努めることとします。 

⇒ブロック造等でつくる部分について
は、高さを 0.6ｍ以下とします。 

⇒道路に面して設ける垣又はさくの構造は可
能な限り生け垣とし、沿道の緑化に努める
こととします。 

刺激的な原色 

景観を損なう看

板、広告物など 

⇒工作物、広告物は、刺激的な原色を避け、
周辺環境と調和し、良好な景観の形成に
資するものとします。 
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平成 30 年 12 月 4 日 

板橋区告示第 542 号 

５ 計画書・計画図  
 

  

 

名  称  若木二・三丁目地区地区計画 

位  置 ※  板橋区若木一丁目、若木二丁目、若木三丁目、西台一丁目及び中台三丁目各地内 

面  積 ※ 約２１．０ｈａ 

地区計画の目標 

本地区は、東武東上線上板橋駅の北西に位置し、起伏のある地形の上に戸建て住宅と

集合住宅が立地しており、比較的ゆとりのある住宅地が形成されているが、今後、戸建

て住宅や集合住宅の更新の時期を迎えることから、建て詰まりを防ぎ、良好な住環境を

保全する必要がある。一方で、本地区の西側には環状第８号線が南北に通っているが、

地区全体にわたって狭あいな道路が多く、災害時の消防活動に必要とされる幅員の道路

が整備されていないことから、防災上の危険性が高い地区でもあり、地区内に防災上有

効な道路の整備が必要である。 

本地区を含む若木周辺地区では、地区住民によるまちづくり協議会を設立して若木

周辺地区まちづくり計画を策定し、「災害に強く、安全・安心なまち」「子どもから高齢

者まで暮らしやすく、若い世代が集まる活力あるまち」「緑豊かな、良好な住環境のあ

るまち」を、まちの将来像として定めている。 

また、板橋区都市づくりビジョン（都市計画に関する基本的な方針）において、本地

区を含む若木周辺が「都市づくり推進地区」として位置づけられ、「若木周辺地区まち

づくり計画に基づき、環状第８号線沿道の土地利用の転換、消防活動困難区域の解消、

環状第８号線沿道や地区内の緑化を推進し、良好な住環境を形成することを目指す」と

されている。 

そこで、本地区の特性を踏まえて、本地区の地区計画の目標を「緑豊かでゆとりある

良好な住環境の保全・向上を図るとともに、誰もが住み続けられる、災害に強い安心・

安全なまち」の形成とする。 

区
域
の
整
備
・
開
発
及
び
保
全
に
関
す
る
方
針 

土地利用の方
針 

 地区の特性に応じて 2つに区分し、それぞれの土地利用方針を次のように定める。 

1 住宅地区Ａ 

環状第８号線の延焼遮断効果を高め、防災性の高い住環境を形成するとともに、良

好な住環境を保全しながら、住宅と生活利便施設が共存した土地利用を図る。 

2 住宅地区Ｂ 

災害に強い安心・安全な住環境を形成するとともに、緑豊かでゆとりのある良好な

低中層住宅地としての土地利用を図る。 

地区施設の整
備の方針 

１ 災害時の緊急車両の通行や歩行者の避難経路として防災上重要な路線を、区画道

路１号～７号として位置づけ、地区の防災の軸としての機能の向上を図る。 

２ 既存の街区公園については、住環境上及び防災上有効な空地として公園１号～５

号に位置づける。 

建築物等の整

備の方針 

防災機能の確保及び良好な住環境を保全するため、以下の方針を定める。 

１ 敷地の細分化による建て詰まりや住環境の悪化を防止するため、建築物の敷地面積

の最低限度を定める。 

２ ゆとりある良好な住宅地の形成及び火災時の延焼を防ぐため、隣地境界線からの壁

面の位置の制限を定める。 

３ 災害時の、建築物から道路への落下物の緩衝帯と併せて、道路沿いの緑化空間を確

保するため、道路境界線からの壁面の位置の制限を定める。 

４ 落ち着いた街並み景観を形成するために、建築物等の形態又は色彩その他意匠の制

限を定める。 

５ 緑豊かな街並みとし、災害時に倒壊の恐れがある危険なブロック塀をなくすため

に、垣又はさくの構造の制限を定める。 
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その他当該区

域の整備、開発

及び保全に関

する方針 

緑豊かで潤いのある街並みを形成するため、既存樹木の保全や沿道緑化等により緑化

を推進する。 

地
区
整
備
計
画 

地

区

施

設

の

配

置

及

び

規

模 

道  路 

名  称 幅  員 延  長 備  考 

  区画道路１号※ ５．７ｍ～８．１ｍ 約４００ｍ 既設 

区画道路２号※ 
４．０ｍ～６．０ｍ 

（６．０ｍ～９．６ｍ） 
約４５０ｍ 

拡幅、一部新設 
（ ）内は区域外を

含めた道路幅員 

区画道路３号 ５．８ｍ～６．１ｍ 約２４０ｍ 既設 

区画道路４号※ 
 ３．０ｍ～４．４ｍ 

（６．０ｍ～８．９ｍ） 
約３００ｍ 

既設、一部拡幅 
（ ）内は区域外を

含めた道路幅員 

区画道路５号 ４．０ｍ～６．７ｍ 約３４０ｍ 既設、一部拡幅 

区画道路６号 ４．０ｍ～６．４ｍ 約３３０ｍ 既設、一部拡幅 

区画道路７号 ４．０ｍ～５．０ｍ 約２８０ｍ 既設 

公  園 

名  称 面  積 備考 

公園１号 約２，１２０㎡ 既設 

公園２号 約１，２９０㎡ 既設 

公園３号 約７０㎡ 既設 

公園４号 約８６０㎡ 既設 

公園５号 約５２０㎡ 既設 

 
 
 
 

 
 
 

 

地区の 

区分 

名

称 
住宅地区Ａ 住宅地区Ｂ 

面

積 
３．６ha １７．４ha 

建

築

物

等

に

関

す

る

事

項 

建築物の

敷地面積

の最低限

度 

７０㎡ 

 ただし､ 次の各号のいずれかに該当する土地について､その全部を一の敷地として使

用する場合は､当該規定は適用しない。なお、（1）号から（4）号までのいずれかに該当

する土地で、当該規定に適合するに至った土地については、この限りでない。 

 

(1) この地区計画の決定の告示日において、現に建築物の敷地として使用されている

土地で、当該規定に適合しないもの 

(2) この地区計画の決定の告示日において、現に存する所有権その他の権利に基づい

て建築物の敷地として使用するならば当該規定に適合しないこととなる土地 

(3) この地区計画の決定の告示日以後に、都市計画道路その他の公共施設の整備によ

り分割され､当該規定に適合しないこととなる土地 

(4) この地区計画の決定の告示日以後に、都市計画道路その他の公共施設の整備によ

り代替地として譲渡された土地で、当該規定に適合しないもの 

(5) 巡査派出所、公衆電話所、公衆便所その他これらに類する公益上必要な建築物の

敷地 

壁面の位

置の制限 

１ 道路境界線及び隣地境界線から建築物の外壁又はこれに代わる柱の面までの距離

は、０．５ｍ以上とする。 

ただし、この限度に満たない距離にある建築物又は、建築物の各部分が次の各号の

一つに該当する場合はこの限りではない。 

(1) 物置その他これらに類する用途（自動車車庫を除く。）に供し、軒の高さが 

２．３ｍ以下で、かつ床面積の合計が５㎡以内であるもの。 
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   ※印は知事協議事項 

 

「区域、地区の区分、地区施設の配置については、計画図表示の通り。」 

理由：環状第８号線沿道やその後背地である住宅地からなる市街地において、防災上安全な市街地の形成と

良好な住環境の保全に向けた土地利用を図るために地区計画を決定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 自動車車庫（階数が２以上のものを除く）。 

(3) 床面積に算入されない出窓の部分で、外壁又はこれに代わる柱の中心線の長さの

合計が３ｍ以下のもの。 

  

 

２ 前項の規定のうち、道路境界線から建築物の外壁又はこれに代わる柱の面までの距

離については、道路境界線から建築物の外壁又はこれに代わる柱の面までの距離を

０．５ｍ以上とすることにより、建築基準法第５３条で定められた建蔽率が確保で

きない建築物はこの限りでない。 

建築物等

の形態又

は色彩そ

の他の意

匠の制限 

１ 建築物の屋根・外壁等の色彩は、刺激的な原色を避け、周辺環境と調和したものと

する。 

２ 工作物、広告物は、刺激的な原色を避け、周辺環境と調和し、良好な景観の形成に

資するものとする。 

垣又はさ

くの構造

の制限 

道路に面して設ける垣又はさくの構造は、生け垣又はフェンスとし、コンクリートブ

ロック造、補強コンクリートブロック造、石造、レンガ造その他これらに類する構造と

してはならない。ただし、地盤面から高さ０．６ｍ 以下の部分はこの限りではない。 

土地の利用に

関する事項 

緑豊かで潤いのある住環境を実現するため、敷地内では既存の樹木の保全を図るとと

もに、緑化に努める。 

また、道路に面して設ける垣又はさくの構造は可能な限り生け垣とし、沿道の緑化に

努める。 
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地区計画に関するお問い合わせは・・・ 

〒173-8501 東京都板橋区板橋二丁目６６番１号 

(区役所北庁舎５階１６番窓口) 

    板橋区都市整備部建築指導課意匠審査係                

     TEL  ０３－３５７９－２５７３（直通） 

 

                                    令和３年４月作成  

                              

                            


